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２．最近の取り組み

１．2016年3月期第1四半期決算について

３．株式分割について
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株式分割
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2015年10月1日付で、「1対1.1」の株式分割を実施

株式分割の方法 株式1株につき1.1株の割合で分割

株式分割前の
当社発行済株式総数

225,000,000株

株式分割後の
当社発行済株式総数

247,500,000株

（分割により増加する株式数：22,500,000株）

基準日 2015年9月30日

効力発生日 2015年10月1日

株式分割の概要

 当期配当予想は据え置くため、実質増配

 配当性向予想は、42.7%

 株主還元の更なる充実

 当社株式の流動性向上、投資家層の拡大

株式分割
の目的

配当

2016年3月期
（4/23予想）

2016年3月期
（7/24予想）

１株当たり配当金 80円 80円

第2四半期末 40円 40円

期末 40円 ※40円

配当性向 39.5% 42.7%

当期配当予想

（ご参考）
１．今回の株式分割による資本金の増加はありません。
２．株式分割は2015年10月1日を効力発生日としているため、第2四半期末配当金は株式分割前の株式が対象となり、期末配当金は株式分割後の株式が対象となります。

※期末配当予想は、分割前に換算すると1株当たり44円となり、実質4円の増配となります。
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2015年3月期
通期（実績）

2016年3月期
通期（7/24予想）

増減額 増減率
2016年3月期
通期（4/23予想）

前回予想差

売上高 4,059 4,250 +190 +4.7% 4,250 －

営業利益 514 580 +65 +12.7% 580 －

営業利益率 12.7% 13.6% +1.0P 13.6% －

経常利益 529 600 +70 +13.3% 600 －

親会社株主に帰属する当期純利益 388 410 +21 +5.5% 410 －

1株当たり当期純利益（EPS）※1 ¥176.79 ¥184.60 +¥7.81 ¥185.90 △¥1.30
1株当たり年間配当金※2 ¥70.00 ¥80.00 +¥10.00 ¥80.00 －

配当性向 36.5% 42.7% +6.2P 39.5% +3.1P

自己資本当期純利益率（ROE） 10.8% 10.0% △0.8P 10.2% △0.2P

2016年3月期 通期連結業績予想
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（億円）【通期】

※1 EPSは、前期首に株式分割が行われたと仮定して算出した額を記載しています。
※2 期末配当予想は、分割前に換算すると1株当たり44円となり、実質4円の増配となります。

 予想の修正はありませんが、株式分割等の影響を考慮し、指標を再計算しています。
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• 本資料は、2016年3月期第1四半期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の
投資勧誘を目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。

本資料に掲載されております事項は、資料作成時点における当社の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものでは
なく、また今後、予告無しに変更されることがあります。

• 本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断で複製
または転送等を行わないようお願いいたします。

• 業績予想に関する参考値は当社の現状及び見通しをご理解いただくために目安となる値を表示したものです。なお、新たな情報や事象が生じた場
合において、当社が業績見通し等を常に見直すとは限りません。


